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本研究では，防災性能の高い商店街アーケードの空きスペースを災害時の避難所として利用することを提案
する．さらに，商店街の小売店や飲食店に存在する商品を救援物資の一部として捉えると共に，その他の救援物
資を商店街の公共空間に備蓄する，商店街における救援物資の共同備蓄戦略を提案する．具体的には，神戸市
長田区の商店街を対象に，商店街の小売店や飲食店に流通在庫として存在する飲料や食料の量を算出する．そ
して，救援物資の必要備蓄量を算出し，備蓄所や避難所として利用可能な空間を選定する．以上を通じて，商
店街アーケードにおける避難所利用と共同備蓄の可能性を定量的に検討する．
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1. はじめに

地域の商店街の中には，防災性能の高いアーケード

を有する商店街がある．その中には，空き店舗の多い

「シャッター商店街」と呼ばれる商店街も増えており，防

災性の高い空間が有効に利用されているとは言い難い．

例えば，神戸市長田区の大正筋商店街は，阪神・淡路大

震災後，耐震性や耐火性の向上を重視した復興事業に

よって，道幅が広く，地上複数階と地下 1階の構造を
もつ，近代的なアーケード街となった．だが，2階部分
を中心に空き店舗が見受けられる（e.g., 小谷他（2014）
1)）．

一方，災害後の被災地では，多くの人が公園の駐車場

で夜を越すなど，大きなスペースが自ずと指定外避難

所となって利用されている（e.g.,毎日新聞（2016）2)）．

指定避難所の機能やアクセシビリティが，一部の住民

にとっては不十分であるためである．そのような指定

外避難所が，指定避難所を補完するスペースとして必

要であると認識されるようになってきた一方で，指定

外避難所までは行政による支援が追い付かないことも

指摘されている．指定外避難所では，個々の住民やコ

ミュニティがより自立的に避難生活を運営することが

求められる．そういった中で，防災性能が高い商店街

アーケードの空きスペースは，災害時に避難所として

有効に機能するポテンシャルをもちうる．さらに，様々

な業種の店舗が立地していれば，商店街に多様な商品

が多く存在するため，災害直後にその在庫を利用でき

れば，オンサイトで被災者に供給できうる．つまり，あ

たかも避難所の中に救援物資の備蓄庫があり，住民は

オンサイトの備蓄を得られるような環境となりえる．

そこで，本研究は，様々な業種の店舗が複数立地し，

かつ防災性能が高いアーケードを有する商店街に着目

し，商店街アーケードの避難所利用と救援物資の共同

備蓄戦略の可能性を検討する．具体的には，商店街アー

ケードの中の空きスペースを避難所として利用する．そ

して，商店街の各小売店や飲食店が在庫としてもつ商

品を救援物資とみなし，災害直後にはその商品を商店

街から供給する．一方，便袋や簡易便座などの，商店

街の商品では賄えない救援物資については，商店街の

空き店舗などの空間を利用し備蓄する戦略を提案する．

本研究では，ケーススタディとして神戸市長田区の商

店街を取り上げる．商店街の小売店に存在する食料や

飲料（以下，「飲食料」と呼ぶ）などの量を算出し，そ

れを踏まえ，想定避難者を賄う救援物資の備蓄量を算
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出する．また，その救援物資の備蓄所や避難所として

利用可能な空間を調査から明らかにする．

本備蓄戦略は災害前の備えの段階でも発現しうる効

果をもつ．例えば，災害時に商店街の飲食料が供給され

るため，各家庭の備蓄食料は少なくて済み，賞味期限

切れなどによる家庭の備蓄食料の廃棄が減りうる．さ

らに，地域住民が本備蓄戦略を支持すれば，地域住民

は，より多くのランニングストックを地域の商店街に

保持しておきたいと考え，商店街での消費量を増やこ

とが経済的でありえる．よって，家庭での備蓄の削減

や商店街のランニングストック（消費量）の増加など

の経済評価も行う．以上を通じて，商店街アーケード

における救援物資の共同備蓄と避難所利用の実現可能

性を定量的に検討する．

災害時に供給される救援物資の備蓄は，備蓄主体によ

る分類として，「公的備蓄」と「流通在庫」（以下，「ラン

ニングストック」と呼ぶ）と「家庭内食料在庫」（以下，

「家庭備蓄」と呼ぶ）に大別できる（e.g.,川島他（2009）
3)，樋口（2012）4)）．救援物資の「公的備蓄」につい

ては，備蓄品の容量計算（Ito et al. (2015) 5)）や備蓄

場所，配分計画（Yokomatsu et al. 2015 6)）などの視

点から研究の蓄積が進んでいる．「家庭備蓄」について

は，各家庭の備蓄食料の量（川島他（2009）3)，吉田他

（2017）7)）や備蓄行動の規定要因（川島他（2009）3)）

の分析がなされている．一方，「ランニングストック」に

ついては，村尾・岩本（2005）8)が，阪神・淡路大震災

時，地域の小売店の一つであるコンビニエンスストア

（以下，「コンビニ」と呼ぶ）の商品が客や自治体に無料

で提供されたことを指摘しており，コンビニの飲料保

有量の算出を試みている．吉田他（2017）7)は，コンビ

ニとスーパー（以下，「スーパーマーケット」と呼ぶ）の

飲食料の量の算出に着目しているが，詳細な算出法や

結果は示されていない．各小売店や飲食店にランニン

グストックとして存在する飲食料の量の把握の研究の

蓄積は十分でない．さらに，上記の研究は，コンビニや

スーパーの各店舗の役割に着目するにとどまっている．

本研究は，商店街の各小売店や飲食店の共同によって

多様な商品を大規模に供給できる商店街の役割を主張

する．

大規模な空間を利用した備蓄については，例えば，大

学（多賀（2004）9)）や道の駅（平野（2017）10)）の利

用に議論が限定されている．商店街に着目することで，

ランニングストックとして存在する商品と公的備蓄の

救援物資を関連させた備蓄戦略が可能となる．つまり，

商店街にランニングストックとして存在する商品の量

を考慮し，公的備蓄の量の決定が可能となりえる．救

援物資の備蓄についての官民の新たな共同の形を提示

しうる．

図–1 救援物資の内容の時間変化（Kajihara et al. (2016)
14)を基に作成）

公共の空間や施設の避難所利用については，例えば，

大学（多賀（2004）9)）や図書館（衛藤他（2012）11)），

道の駅（松田他（2013）12)），寺院（佐々木・勝又（2015）
13)）の利用に議論が限定されている．商店街に着目す

ることで，救援物資の備蓄ないし供給と，避難所運営

を関連させて考えることができる．つまり，本研究は，

商店街が，避難所，かつ救援物資の備蓄庫，供給拠点の

役割を果たす防災インフラとなりえることを主張する．

以下，2.では，本研究の枠組み，そして検討に必要

な変数やその算出法の詳細を示す．3.では，2.を踏ま

え，神戸市長田区の商店街を対象としたケーススタディ

を行う．4.では，本研究の結論と今後の課題を述べる．

2. 商店街アーケードにおける共同備蓄と避
難所利用の検討

(1) 本研究の枠組み

商店街アーケードにおける救援物資の共同備蓄と避

難所利用を検討するための枠組みを示す．

これまで筆者ら（Kajihara et al. (2016) 14)）は，図

－1に示すように，救援物資へのニーズが災害後に時間

変化することを指摘してきた．本研究は，災害から生

き延びた人々の生存を確保するために必要な救援物資

（以下，「基礎的物資」）の備蓄の問題を考える（図－1の

第 1段階）．また，筆者ら（Ito et al. (2015) 5)））は，

基礎的物資が表－1の 1列目に示す品目で構成されると
考え，基礎的物資の容量の算出方法を示してきた．本

研究でもその方法を応用する．なお，全ての避難者の

生存を確保するために何日分の基礎的物資を用意して
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表–1 基礎的物資

基礎的物資の品目 対象者

毛布 全員

水 全員

食品（ビスケット） 全員

粉ミルク 乳幼児

哺乳瓶 乳幼児

カイロ 乳幼児

生理用品 女性

おむつ 乳幼児，要介護者

便袋 全員

トイレットペーパー 全員

排泄物仮置き場用袋 全員

簡易便座 全員

間仕切り 乳幼児，要介護者

図–2 本研究の構造

おくかは，対象とする地域に依存する．

本研究では，商店街の各店舗にランニングストック

として存在する商品によって，基礎的物資の一部を代

替することを考える．基礎的物資のどの品目をどれだ

けの量，商店街から供給可能かは対象とする商店街に

依存する．一方，商店街の商品で代替できない分の基礎

的物資は商店街の空き店舗などに備蓄するものとする．

そして，基礎的物資を供給される被災者は，商店街

の空き店舗や風雨を凌げる通路スペースで避難生活を

するものとする．

以上の枠組みの下，本研究は図－2に示す手順で商店

街アーケードにおける基礎的物資の共同備蓄と避難所

利用の可能性を定量的に検討する．

1. 商店街の近隣エリアに住む，基礎的物資の供給対象

となる想定避難者数を算出する．

2. 商店街にランニングストックとして存在する商品の

内，基礎的物資として供給可能な商品の量を算出

する．

3. 算出された想定避難者数と商店街の商品の量を踏ま

え，商店街に備蓄する基礎的物資の量を算出する．

そして，備蓄所の必要床面積を算出する．

4. 想定避難者数を踏まえ，避難所の必要床面積を算出

する．

5. 算出された備蓄所と避難所の面積を基に，備蓄所と

避難所に利用可能な商店街の空間を選定する．

6. 家庭備蓄の費用削減や商店街の日常の売り上げ増加

などがもつ経済効果を算出する．

(2) 必要な変数と算出方法

ここでは，図－2の各ステップにおいて必要な変数と

算出方法の詳細を述べる．

a) 想定避難者数

基礎的物資の必要量を算出するため，各品目の供給

対象者の人数を算出する必要がある．これまでの筆者

らの研究（Ito et al. (2015) 5)）を応用し，各品目の供

給対象者を表－1の 2列目のように設定する．生理用品
は女性に供給される．粉ミルクや哺乳瓶，おむつ，間

仕切りは 0歳から 3歳までの子ども（以下，単純化の
ため「乳幼児」と呼ぶ）に供給される．おむつと間仕切

りは要介護者に供給される．その他の物資は想定避難

者全員に供給される．なお，性別に応じて排尿の仕方

に差があるため，トイレットペーパーと便袋と排泄物

仮置き場用袋の必要量には性差がある．そのため，想

定避難者数の内の男性の人数の算出も必要となる．以

下では，各支給対象者の人数の算出法を述べる．

商店街近隣の一部エリアを対象地域とし，その地域

における想定避難者数をN とする．ここでは，対象地

域の住民数をN とする．想定避難者の内の男性と女性

の人数をそれぞれNm，Nf とする．N とNmとNf は

対象地域における国勢調査データの住民数と男性の人

数と女性の人数をそれぞれ用いる．

想定避難者の内の乳幼児と要介護者の人数をそれぞ

れNb，Ncとする．乳幼児の人数Nbについては，国勢

調査で「0歳から 4歳の人数」が把握されているため，
その値を近似的に用いる．Ito et al. (2015) 5)に依れば，

要介護者数は全国平均では全人口の 0.5%である．その
ため，要介護者の人数Nc を次式によって算出する．

Nc = N × 0.5
100

(1)

b) 商店街にランニングストックとして存在する商品

ここでは商店街に存在する商品の内，基礎的物資の

食品と水を代替する，飲食料の量の算出方法と調査法

第 56回土木計画学研究発表会・講演集

 3



の一案を示す．なお，ここでは，加熱調理不要でライ

フラインが止まっても供給可能な飲食料を考える．

食料については，本研究では，まず，商店街の各店

舗にランニングストックとして存在する食料の総量を

把握する．そして，その総量を kcalに変換することで，
その食料によって何人分を賄えるかを算出する．

飲料については，Ito et al. (2015) 5)は一人一日 3 ℓ

の水が必要と考え，基礎的物資の水の容量を計算して

いる．よって，本研究も，Ito et al. (2015) 5)に従い，

各店舗にランニングストックとして存在する飲料の容

量を把握し，その容量で何人分を賄えるかを算出する．

調査を，商店街の小売店と飲食店の全店に対して行

う．各小売店と飲食店に対して，棚卸データの提供を

依頼する．棚卸データが得られない場合，以下の方法

をとる．小売店については，調査員が店頭に陳列され

ている食料と飲料の容量を把握する．飲食店について

は，店舗に存在する食料と飲料の容量を質問する．な

お，調査協力が得られずデータのない店舗については，

各小売店あるいは飲食店で得られた平均値を用いるこ

ととする．

以上の方法により，商店街にランニングストックと

して存在する飲食料によって何人を賄うことができる

のかを算出する予定である．トイレットペーパーや生

理用品などの数量も現地調査によって明らかにする．

c) 商店街に備蓄する基礎的物資の量と備蓄所の床面積

商店街にランニングストックとして存在する商品の

量を考慮し，a)で算出した各人数を必要日数分だけ賄

う基礎的物資の量 V (m3)を算出する．算出方法は，Ito
et al. (2015) 5)に従う．なお，基礎的物資の内，簡易便

座の容量計算では，災害時においても利用可能な和式

トイレの数が必要となる．調査によって災害時に商店

街で利用可能な和式トイレの数を明らかにする必要が

ある．

備蓄所の必要面積をAs(m2)とする．Ito et al. (2015)
5)同様，物資を高さ 2mまで積み上げるものと考え，As

を次式によって算出する．

As =
V

2
(2)

ただし，物資を積み上げる高さは，空きスペースの天

井高や作業員の身長などを考慮して設定されるべきで

あり，現地調査を踏まえて検討する必要がある．

d) 避難所の床面積

避難所の床面積を Ae(m2)とする．避難所では一人
当たり 2m2 から 3m2 の床面積が必要であると考えら

れている（e.g., 紅谷・定池（2011）15)，古橋（2013）
16)）．そのため，本研究では一人当たり 3 m2の床面積

が必要と考え，Ae を次式によって算出する．

Ae = N × 3 (3)

図–3 対象地域 c⃝2017 Google, ZENRIN

e) 備蓄所と避難所の選定

c)とd)でそれぞれ得たAsとAeを基に，商店街の空

き店舗や通路スペースから備蓄所と避難所を選定する．

f) 共同備蓄戦略の効果

家庭備蓄の費用削減額と商店街の日常の売上増加額

に着目する．その算出方法の詳細は発表時に示す．

3. ケーススタディ

ケーススタディとして，図－3において赤色で示す神

戸市長田区の大正筋商店街を対象とする．1.で述べた

ように，大正筋商店街には，大地震や火災の直接的な

被害は受けにくく，かつ，避難所や救援物資の保管に

利用可能と思われる空間が，空き店舗や通路スペース

を中心に多数存在する．

(1) 想定避難者数

ここでは，一つのベンチマークとして，図－3におい

て黄色で示す，商店街周辺の，腕塚町 4丁目から 7丁
目，久保町 4丁目から 7丁目，二葉町 4丁目から 7丁
目，駒ヶ林町 1丁目から 3丁目，庄田町 4丁目を対象
地域とする．つまり，基礎的物資がこの対象地域の住

民に供給されることを考える．平成 27年国勢調査（総
務省統計局（2015）17)）データを用いると，想定避難

者数とその内訳は表－2のようになる．

(2) 商店街にランニングストックとして存在する商品

現地調査を発表時までに行い，結果の詳細を発表時

に示す．
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表–2 対象地域の避難者数と内訳

全避難者 N 男性 Nm 女性 Nf 乳幼児 Nb 要介護者 Nc

5219 2338 2831 184 26

表–3 ケーススタディにおける基礎的物資の想定

基礎的物資の品目 対象者 商店街にランニングストック

として有るか

一日目分の

備蓄

二日目以降分の

備蓄

毛布 全員 無 要 不要

水 全員 有 不要 要

食品（ビスケット） 全員 有 不要 要

粉ミルク 乳幼児 無 要 要

哺乳瓶 乳幼児 無 要 不要

カイロ 乳幼児 無 要 要

生理用品 女性 無 要 要

おむつ 乳幼児，要介護者 無 要 要

便袋 全員 無 要 要

トイレットペーパー 全員 無 要 要

排泄物仮置き場用袋 全員 無 要 要

簡易便座 全員 無 要 不要

間仕切り 乳幼児，要介護者 無 要 不要

表–4 備蓄物資の合計容量と備蓄所の必要床面積

備蓄物資の合計容量 V (m3) 備蓄所の必要床面積 As (m2)

319 160

以降では，全ての想定避難者が三日間を生存するこ

とを保証する備蓄戦略を考える．そして，基礎的物資

の内，想定避難者の一日目分の水と食品が商店街の飲

食料によって賄えること（表－3）を仮定した計算結果

を示す．

(3) 商店街に備蓄する基礎的物資の量と備蓄所の床

面積

上記の仮定の下，商店街に備蓄する基礎的物資の合

計容量と備蓄所の必要床面積を計算する．その結果を

表－4に示す．なお，商店街で災害時に利用可能な和式

トイレの数を 20と仮定した．

(4) 避難所の床面積

想定避難者数に基づくと，避難所の必要床面積はAe =
15657m2 となる．

備蓄所と避難所の候補として，例えば，2階の空き店

図–4 2階の空き店舗（著者撮影）

舗（図－4）や地下のオープンスペース（図－5）がそれ

ぞれ挙げられるが，具体的な備蓄所と避難所の選定，そ

して共同備蓄戦略の効果については発表時に報告する．
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図–5 地下のオープンスペース（著者撮影）

4. おわりに

本研究では，防災性能が高い商店街アーケードの空

間を避難所として利用することを考えた．そして，商

店街の各店舗にランニングストックとして存在する商

品を，災害直後，地域住民に供給することを考えた．ま

た，それを考慮し，救援物資の備蓄量を決め，商店街

アーケードの空きスペースに備蓄しておく共同備蓄戦

略を考えた．住民は災害時に防災性能の高い商店街に

避難でき，オンサイトの備蓄を得られる環境を作り出

す提案である．本稿では，この枠組みを示すと共に，こ

の備蓄戦略を定量的に検討するため，救援物資の備蓄

量や避難所の必要床面積などを算出する方法を部分的

に示した．ケーススタディとして神戸市長田区の大正

筋商店街を取り上げ，暫定的な算出結果を示した．発

表時には，大正筋商店街での調査を踏まえた定量的な

検討結果を示す予定である．

一方，既述の課題に加え，本研究はいくつかの課題

を残す．第一に，本研究では，商店街近隣の特定のエリ

アを対象に避難者数を算出した．だが，対象エリアの

選び方について感度分析を行うなどして避難者数の不

確実性を考慮し，基礎的物資の備蓄量を決める必要が

ある．第二に，商店街にランニングストックとして存

在する飲食料として，ガスや水道などのライフライン

が止まった場合でも供給可能な食料を考えた．一方で，

ガスボンベやコンロ，発電機を備蓄することで，商店

街に存在する生の肉や魚，野菜の加熱調理が可能とな

る．災害時に商店街からの供給量を増加させる拡張策

を検討することも今後の課題となる．第三に，本研究

では，救援物資の共同備蓄と避難所利用について，空

間の利用可能性の視点から定量的な検討を試みている．

調査が進む中で，備蓄の管理や供給の方法についても

検討しなければならない．
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